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参考５　現地調査一覧

（１）津波避難関係

No 都道府県 学校名 現地調査日 緊急
避難場所 避難所 東日本大震災

被災地 備考

1 徳島県 美波町立日和佐小学校 8 月 20 日 ○ 裏山への避難階段

2 高知県 黒潮町立南郷小学校 8 月 22 日 ○ 〃

3 〃 四万十市立竹島小学校 8 月 21 日 ○ 屋上への屋外避難階段

4 東京都 江戸川区立松江小学校 8 月 5 日 ○水害 ○

5 〃 荒川区立汐入東小学校 8 月 7 日 ○水害 ○

6 宮城県 仙台市立荒浜小学校 7 月 10 日 ○ ○ 校舎屋上に避難

7 千葉県 山武市立しらはたこども園 10 月 7 日 ○ △ 幼稚園、屋上への避難階段

（２）避難所としての防災機能の強化関係

No 都道府県 学校名 現地調査日 緊急
避難場所 避難所 東日本大震災

被災地 備考

8 宮城県 南三陸町立伊里前小学校／
歌津中学校 7 月 9 日 △ ○ ○ 隣接する２校が連携して避難

9 〃 山元町立山下中学校 7 月 10 日 ○ ○

10 〃 仙台市立六郷中学校 7 月 10 日 ○ ○

11 〃 宮城県立石巻支援学校 7 月 11 日 ○ ○ 特別支援学校

12 東京都 足立区立西新井小学校 8 月 7 日 ○

13 〃 北区立王子小学校・
王子桜中学校 8 月 9 日 ○

14 〃 北区立十条富士見中学校 8 月 9 日 ○
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●学校概要（平成 25 年８月 22 日現地視察）

1　　　美波町立　日和佐小学校（津波、高台避難）

■施設整備の概要と背景
　従前より、7m 程度の擁壁を上るための階段は設置されていたが、より高いところへの避難が必要と考え、平成
24 年 9 月に、学校の裏山にある標高約 30m の広場までの屋外避難階段（一部区間は避難路）を都市防災総合推進
事業により校庭脇に整備。

■現地視察内容
１．想定される主な災害

○南海トラフ巨大地震により、震度 6 強～ 7 の最大震度を想定。
○日和佐地区集落の約6割が津波浸水想定区域であり、小学校は2～3mの浸水を想定（H24徳島県津波浸水想定）。
○日和佐港入口では約 10m の津波高さを想定。想定津波到達時間は 10 分程度（初期水位＋ 20cm）。

２．施設整備関係
○裏山斜面の傾斜が急であり、スロープの設置は困難であったため、階段を整備することとした。
○標高約 30m の高さにある、裏山の中腹の「栗の木の広場」が緊急避難場所となる。
○「栗の木の広場」には、学年ごとに一時集合できるよう、コンクリートブロックによるサインを置いている。
○「栗の木の広場」よりさらに高いところに逃げられるよう、通り抜け可能な避難路及び東屋（あずまや）を整備中。

地域住民の散歩コースとすることで、避難路が破損した場合にも、報告が適時行われるようになると考えている。
東屋（あずまや）には防災備蓄倉庫も併せて設置する。

○「地域に開かれた学校」として、学校にはフェンス等は設けておらず、屋外避難階段には地域住民誰でもアクセス
可能。隣接する町役場等、地域住民の緊急避難場所にもなる。

○夜間、震災による停電の場合も屋外避難階段の位置が分かるよう、ソーラーライトを設置。
○整備費用は 5,000 万円程度。そのうち、栗の木の広場までの屋外避難階段は、1,000 万円程度。

３．施設以外の防災対策
○授業中に大地震が発生した場合は、校庭における一時避難を行わず、「栗の木の広場」まで避難。「お ( 押さない )・

か ( 駆けない )・し（しゃべらない）・も（戻らない）」を原則としつつ、校庭では軽く駆け足で避難する。
○休み時間等に大地震が発生した場合は、各自避難を行う。周囲に教職員がいる場合は教職員の指示に従いながら

避難する。
○以上のことを徹底するため、避難訓練及び防災教育を実施している（想定を信じず、最善を尽くして、率先避難者

になる）。避難訓練の成果として、7 分程度で避難可能な状況となっている。
○学校において、「危機等発生時対処要領」を策定し、地震・津波発生時のみだけでなく、火災発生時や不審者侵入時

の対応を示している。

整備時期 平成22年（校舎）、平成24年（避難階段）
標高 約３ｍ
階数 ２
海岸からの距離 約500ｍ
浸水想定 ２－３ｍ（平成24年徳島県津波浸水想定）
学級数 通常学級８、特別支援学級４
児童数 184名

屋外避難階段全景 屋外避難階段（登り口） 屋外避難階段（校庭を望む） 緊急避難場所（栗の木の広場）



99

参
考
資
料

●学校概要（平成 25 年８月 22 日現地視察）

2　　　黒潮町立　南郷小学校（津波、高台避難）

■施設整備の概要と背景
　東日本大震災を受け、より早く、より安全なところへの避難が必要と考え、「南海トラフの巨大地震による震度分布・
津波高の推計」（平成 24 年 3 月 31 日内閣府）が公表される前の平成 24 年 3 月 15 日に、学校の裏山にある標高
36.5m の広場までの屋外避難階段（一部区間はスロープ）を屋内運動場裏に設置。

■現地視察内容
１．想定される主な災害

○南海トラフ巨大地震により、震度 7 の最大震度を想定。
○ 10m ～ 15m の浸水を想定。想定津波到達時間は 23 分程度（H24 高知県版第２弾南海トラフ巨大地震による震度分布・

津波浸水予測）。
○学校の位置する大方地域は、平野部に家屋、公共施設、商業施設が集中し、高台までの迅速な避難が難しい場所

が多い。
２．施設整備関係

○子供も走って上れるよう、勾配の緩い階段 ( 勾配約 28%) とスロープ ( 勾配約 20%) を組み合わせて整備。　　
児童や周辺住民が短時間で避難することを想定し、幅員は 1.8 ｍ以上を確保。

○緊急避難場所の収容人数は、児童 42 名＋周辺住民 100 名弱を想定。避難者が増えた場合は、緊急避難場所の
後背地にある造成農地も利用可能。緊急避難場所から移動できる車道が存在する。

○夜間に避難階段を使用することを想定し、照明器具を設置予定。
○避難階段が崩壊しないよう、法面の一部にフェンス設置と種子吹き付けを行い、植物の根で法面を保護。
○周辺住民が利用できるよう、避難階段は常時開放。プール脇に周辺住民が入れる門扉を設置。
○学校の鍵の管理は、基本的には学校側が行い、近隣住民に屋内運動場の鍵を渡している。
○整備費用は、約 1,900 万円。

３．施設以外の防災対策
○学校防災マニュアルを作成。地区別に津波避難計画を策定。
○南郷小学校では、防災訓練を年 15 回程度実施。各小学校には防災訓練を年 6 回以上、防災教育を年 10 時間以上

実施することを義務づけている。
○南郷小学校の避難訓練では、児童全員が 3 分以内に避難階段を上り切ることとしている。
○防災教育では、住民が過度の期待をしないよう自助を大前提として教えている。自助による防災教育・啓発及び

訓練を徹底して行っている。

整備時期 平成２年（校舎）、平成24年（避難階段）
標高 約36.５ｍ
階数 全長117ｍ（スロープ＋階段）
海岸からの距離 約700ｍ
浸水想定 10－15ｍ（Ｈ24年高知県※）
児童数 42名

屋外避難階段（スロープ部分）

※高知県版第２弾南海トラフ巨大地震による震度分布・津波浸水予測

屋外避難階段（踊り場） 屋外避難階段（階段部分） 避難場所（広場）
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●学校概要（平成 25 年８月 21 日現地視察）

3　　　四万十市立　竹島小学校（津波、屋上避難）

■施設整備の概要と背景
　従来の津波からの緊急避難場所が学校から遠いことから、南海トラフ巨大地震等により津波が発生した際には校舎
屋上に避難することとし、避難経路となる屋外避難階段を平成 24 年に設置。

■現地視察内容
１．想定される主な災害

○南海トラフ巨大地震により、震度 7 の最大震度を想定。2 ～ 2 分半揺れが続く予想。
○竹島小学校での想定津波高さは 3 ～ 4 ｍ。津波は 30 ～ 40 分後に到達予想。
○水が引くまでの日数は 3 日と想定。

２．施設整備関係
○隣接する竹島保育園や竹島地区の住民の利用を想定し、校舎南側に屋外避難階段を設置。
○防犯の観点から、避難階段上り口には鍵付きのドアを設置。ドアを石膏ボードで作ることにより、非常時には

足で蹴破って避難することができる。
○校舎内の児童は、校舎各階のベランダから鍵を開けて避難階段に出ることができる。
○隣接する竹島保育園（幼児 40 名＋保育士 8 名）からの避難も想定し、屋外避難階段のけあげを小さくしている。
○要援護者の避難も想定し、校舎南側の一般道路から学校敷地内への出入口にスロープを設置。車いすのままでも

屋外避難階段の近くまでたどり着くことができる。
○学校の鍵の管理は、比較的大きな地震発生時に自動的に解錠されるキーボックスの設置など、人が管理する以外

の方法を検討中。
３．施設以外の防災対策

○竹島地区の避難計画は作成予定。安全教育プログラムを県内の学校に配布。
○防災教育は自助を最優先とし、自身の安全を確保した後で共助を行うよう指導。児童には、自分の安全を確保し

た後である 2 階以上であれば、保育園児の手を引いてあげることも考えられるなどと指導。
○防災訓練において、実際に避難階段入口の石膏ボードを蹴破るなど、実践的な訓練を実施。
○要援護者の避難は、避難階段まで自力で来てもらい、人力で屋上まで運び上げることを想定。リヤカーや車など

を用いて、迅速に避難階段まで移動することを周知。
○屋外避難階段の最大の課題である防犯対策として、地域住民の協力が不可欠であることから、駐在の警察官に

定期的に見回りをお願いするなどしている。
○災害発生時の教職員の参集場所は、原則勤務地。勤務地に行けない場合、近場の学校へ応援に向かうこととして

いる。

整備時期 平成２年（校舎）、平成24年（避難階段）
標高 3.6ｍ（屋上の標高：15.9ｍ）
階数 3
海岸からの距離 約600ｍ
浸水想定 ３－４ｍ（Ｈ２４年高知県※）
学級数 通常学級５、特別支援学級１
児童数 42名

外付避難階段全景

※高知県版第２弾南海トラフ巨大地震による震度分布・津波浸水予測

出入口（地上階） 出入口（各階階段側） 出入口（各階ベランダ側） 校舎屋上接続



101

参
考
資
料

●学校概要（平成 25 年８月 5 日現地視察）

4　　　江戸川区立　松江小学校（水害、屋内運動場に避難）

■施設整備の概要と背景
　江戸川区では、多くの小中学校が校舎の老朽化による改築時期を迎えるにあたり、財政的な裏付け等の総合的・
長期的な視点に立ち、着実に改築を推進するための考え方を示した「学校施設改築の基本的な考え方について」を平
成 19 年に策定。松江小学校は、学校改築事業の推進に向けた最初の改築校として平成 25 年に改築。
　松江小学校は、荒川の氾濫等による水害のおそれのある地域に立地しており、災害時の地域の避難所機能を高める
避難・復旧の拠点施設として整備されている。水害対策として 2 階部分に屋内運動場・防災倉庫を配置している。また、
停電や断水の時でも、避難所として対応できるよう、太陽光パネルや受水槽の設置など、様々な防災機能の整備を行っ
ている。

■現地視察内容
１．想定される主な災害

○荒川の洪水により、最大 3.38m の浸水が想定されている。（江戸川区洪水ハザードマップ）
○地震や火災も想定し、防災機能を充実させている。

２．施設整備関係
○ 2 階に屋内運動場の床面を配置することで、避難所の水害対策を図っている。
○学校の鍵は、電気錠（テンキー式）により管理。
　※解除番号については、教職員と区の開設担当職員が認識。
○児童と地域住民の避難経路として、屋外階段と繋がる 2 階テラスを設置しており、災害時には各教室から直接

地上へ避難可能。また、地域住民が最短距離で 2 階に避難することも可能。
○屋上プールの水は火災発生時の消火水としても利用可能。

整備時期 平成25年（改築）
標高 －1.25ｍ
階数 地上４階（建築高さ：17.7ｍ）
海岸からの距離 約800ｍ
浸水想定 3.38ｍ（江戸川区洪水ハザードマップ）
学級数 通常学級17、特別支援学級４ 
児童数 580名

２階テラスと屋内運動場、屋外階段 2 階平面図（江戸川区提供）

校舎全景（南面）
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３．避難所としての施設整備
○松江小学校の避難者収容可能人数は、約 2,000 ～ 3,000 人を想定。特にマンションについては、地震・水害に

強いため、在宅避難が可能であると考えている。
○避難所は原則アリーナ棟。避難所開放の優先順位は、①屋内運動場　②アリーナ棟オープンスペース　③教室棟

オープンスペースとしている。
○2階屋内運動場内に防災倉庫を設置。防災備蓄品として、マンホール対応型トイレ(3台)、簡易トイレ、すずらん灯、

カセットコンロ (1 台 )、ガスボンベ (9 本 )、レスキューセット BOX 型、発電機・ガソリン缶 (4L)・オイル缶、
レスキューシート (600 枚 )、毛布 (400 枚 )、ブルーシート (50 枚 )、クラッカー (2,100 食 )、サバイバルフーズ

　(900 食 )、カーペット (300 枚 ) を保管。
○災害時電源の一部確保のため、太陽光パネル及び蓄電池、屋内運動場外部電源接続口を設置。
　（発電機は別途用意する必要がある。）
○屋内運動場の一部照明を調光機能付きにすることで、避難所運営時（夜間）に適切な明るさを確保可能。
○災害時には、雨水ポンプ室の制御盤操作により屋上プールの水をトイレやマンホールトイレ (5 基 ) に利用可能。
○水害により給食室などの調理機能が使用できなくなったときは、校庭に設置してあるかまどベンチを利用し、

臨機応変に対応。
○受水槽のバルブを閉め濁り水が混入しないようにすることで、飲料水を確保する。( 最大貯蔵量は 10t)
○情報通信機能として、職員室の非常用情報通信機器（災害用 PHS）のほか、昇降口に設置する災害時特設公衆電話
　（5 台）を設置。
○ 1 階にある学校会議室を災害対策本部として想定。

４．施設以外の防災対策
○避難行動要支援者については、いったん受入れを行うが、二次避難を前提とし、福祉避難所など、設備の整った

施設へ移動することを予定している。
○江戸川区においては、避難所の地区割を指定していない。どの避難所にするかは各家庭で話し合い、候補地を

家庭内において決めておくこととしている。
○町会・学校・行政職員による避難所運営連絡会を設置。松江小学校では、学校職員や行政職員、地元工務店と

協力して避難所開設訓練を実施。

屋外階段と繋がる 2 階テラス

太陽光パネル

屋内運動場（2 階）

受水槽

防災倉庫１

屋上プール

防災倉庫２
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●学校概要（平成 25 年８月 7 日現地視察）

5　　　荒川区立　汐入東小学校（水害、屋内運動場に避難）

■施設整備の概要と背景
　再開発の進展により、近隣の汐入小学校の児童数が 1,000 人を超え、今後とも増加が見込まれていたから、平成
22 年 4 月に汐入東小学校を新設。校庭が配置できない程度の敷地であるため、8 階建ての施設となっている（体育
の授業等は近隣の公園敷地を利用）。1 階には汐入こども園を併設。6 階が避難所ともなる屋内運動場（7 階まで吹き
抜け）、8 階がプールとなっている。

■現地視察内容
１．想定される主な災害

○洪水被害を想定。荒川堤防が決壊した場合の浸水想定は、2.0 ～ 5.0 ｍ。（荒川区洪水ハザードマップ）
○地震等による火災も考慮して、防災機能を充実させている。

２．緊急避難場所としての施設整備
○学校の鍵の管理は、教職員が暗証番号入力によりオートロックを解錠。夜間は夜間管理員が施錠。災害発生時に

も解錠できるよう、地元の町内会にも鍵の管理を依頼。
○災害時の児童の避難は、原則として階段避難を想定。避難の順番は、こども園の避難を優先。現在、こども園も

含めた全体の避難時間は約 15 分。
○洪水の危険がある場合は、防災行政無線等により地域住民に周知され、上層階への避難を促す。
○荒川区では、民間マンション等と協定を結び、災害時地域貢献建築物を指定し、最大 50 万円の補助金
　（補助率 1/2）を行うことで、近隣住民の上層階への避難が可能な緊急避難場所の整備に努めている。

整備時期 平成22年（新設）
標高 約0ｍ
階数 地上8階
海岸からの距離 約200ｍ
浸水想定 2－5ｍ（荒川区洪水ハザードマップ）
学級数 21（特別支援学級なし）
児童数 738名

校舎全景（南面） 断面図（荒川区教委員会資料を基に作成）

校舎全景（東面）



104

参
考
資
料

３．避難所としての施設整備
○汐入東小学校の避難者収容可能人数は、2,235 人（普通教室も開放した場合）。荒川区では全区民の避難先を指

定しており、校区内の住民の避難先として汐入東小学校を指定。
○避難所として 6,7 階にある屋内運動場の開放を想定。屋内運動場の設備として、冷風機を 1 台配置
　（平常時は地域開放の時間帯に使用）。
○屋内運動場の開放時、動線の分離や防犯の観点から、防火シャッターを閉めることにより、こども園及び小学校

部分を通らずに、周辺住民は直接屋内運動場（6 階）に移動可能。
○屋内運動場に隣接する更衣室及びトイレは、男女別のトイレに加え、多目的トイレ（だれでもトイレ）も設置。
○防災倉庫を屋内運動場に近い 6、7 階に設置。備蓄量は 1 日分を想定（都区の役割分担により 2、3 日目分は

東京都が準備）。備蓄品は、カンパン、毛布など。粉ミルクを溶かすためのペットボトル水も備蓄し、給水車等に
よる給水活動が実施されるまでの期間に対応できるようにしている。

○屋上の受水槽の水は、飲み水やトイレ用水に利用可能（平常時の使用量の 1/3 日分を常時確保）。屋上プールの
水は防火用水として使用可能。屋上プールは床が昇降式で人工芝の広場としても使用可能。

○避難所周辺の下水道は耐震化が完了。災害時、断水し、受水槽の水を使い切った場合は、屋上プールなどから
水を運ぶ必要がある。災害時の飲み水確保として、近隣の南千住給水所から 33,300t 以上の水を各給水拠点に
給水車等により運搬する体制としている。

○非常用電源は 8 階シャワー室裏に設置。燃料は軽油。現在の備蓄量で連続 2.5 時間使用可能。
○ MCA 無線機により、区の施設間の一斉連絡、一斉情報収集が可能。
○区は、町会・自治会への MCA 無線機や PHS の貸し出しも実施。

４．施設以外の防災対策
○水害対応及び不審者対応の避難訓練は、地域と合同で年 2 回実施。火災避難訓練は月 1 回実施し、隣接している

公園のグラウンドに避難している。
○町内会による学校施設見学や隣接する公園を利用した防災訓練など、いわゆる隣組を基本とした防災対策を行っ

ている。

校門

だれでもトイレ（6 階）

屋内運動場（6 階）

防災倉庫（6 階）

防火シャッター

防災倉庫（7 階） 開閉ドーム付きの屋上プール
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●学校概要（平成 25 年 7 月 10 日現地視察）

6　　　仙台市立　荒浜小学校（津波、屋上避難）

■現地視察内容
１．学校施設の特徴等

○海岸から 700m 程度の立地。周辺は平地の密集市街地であり高台もなく、小学校のほかには高い建物が存在し
なかった。正規の避難所である七郷小学校までは 4km 程度離れていた。

○学校規模からすると、3 階建て程度でも対応可能と考えられるが、津波災害を想定して 4 階建てにしたのではな
いかという話がある。

２．事前の津波対策
○津波災害を想定し、校庭には出ずに、直接校舎の 4 階に避難する防災訓練も行っていた。また、地域住民を受け

入れる際も、屋内運動場ではなく校舎の 3 階以上に避難させることとしていた。
○体育館にあった備蓄物資の毛布と扇風機は、津波のことを想定し、平成 22 年度 9 月に水、食料、災害用簡易組立

トイレ等の他の備蓄物資がある校舎３階に移動させていた。
○休日の災害に備え、校舎の鍵を地域住民に渡すとともに、校舎への進入方法について研修を行っていた。

３．地震発生から津波来襲までの対応
○震災当時、1 年生は下校、2 年生下校途中、3 年生以上は在校中。
○地震とともに全館停電。校内放送や電話等が使えず、校長がハンドマイクにより指示・伝達を行った。
○児童は校舎 4 階に、集まってきた地域住民は 3、4 階の各教室に、寝たきりや車いすの老人などは 2 階に避難さ

せた。
○各担任は児童生徒のケアを行い、その他の教職員は地域住民の受入対応を行った。
○ 10 名程度の児童については、保護者に引き渡しを行った。（その後、3 年生女児 1 人が死亡）
○地震発生から約 70 分後に津波襲来。屋上の鍵を開けて屋上への避難を促した。
○ 2 階に避難させた老人を 3 階以上に上げることも考えたが、人手と時間が足りず、上げるのは難しかった。
○結果的には、2 階が 40cm 浸水したが、2 階に避難していた老人も含め、校内において人的被害はなかった。

４．津波来襲後、2 次避難までの対応
○ 16 時半頃、校長が各町内会会長を集め、避難所運営委員会設立を要請。教職員と自主組織で役割分担した。
　（教職員：児童のケア、自主組織：老人や病人の世話、避難者への備蓄食料・水・毛布の配布等）
○当日 17 時頃から、ほぼ 1 時間おきに 1 台のヘリコプターが来て屋上から避難者を救出した。優先度に基づき

救助の順番を決め、最初に児童から救出され、翌 12 日朝 5 時に児童の救出完了。その後、18 時までに地域住民・
教職員が順に救助された。町内会長、校長、教頭は最後まで残った。

５．震災後に行っている防災対策
○仙台市として、防災行政用無線用の LPG 発電機を配備するとともに、無線の使用方法を変更し、双方向通信

だけでなく、災害時等のグループ通信の活用を推進し、通話試験と合わせた訓練を実施している。
○津波情報伝達システム屋外拡声装置の停電時バッテリー持続時間を 48 時間から 72 時間に増強した。

整備時期 平成元年（校舎増改築）
標高 約1.5ｍ
階数 4
海岸からの距離 約700ｍ
浸水想定 2階部分が40㎝浸水
学級数 通常学級6、特別支援学級1
児童数 91名

被災後の様子（仙台市教育委員会提供） 緊急避難場所となった 4 階音楽室
（仙台市教育委員会提供）

震災時の荒浜小学校（仙台市提供）

貞山堀
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●学校概要（平成 25 年 10 月 7 日現地視察）

7　　　山武市立　しらはたこども園（津波、屋上避難）

■施設整備の概要と背景
　少子化、施設の老朽化、多様化する保育ニーズに対応すべく、４つの幼稚園・保育所を移転・統合することを検討
していたところ、東日本大震災が発生。山武市沿岸も一部浸水したことから、津波が発生した場合も屋上に逃げられ
るような施設に移転整備。

■現地視察内容
１．想定される主な災害
　東日本大震災により、沿岸部で最大 1.8m 浸水し、海岸からの最大到達距離は約 3km に及んだ。その教訓から、
千葉県東方沖で M8.5-8.9 の地震が発生し、園地において 2.0m の津波が襲来することを想定している。

（なお、山武市作成のハザードマップ上は、浸水想定区域外に立地している。）

２．施設整備関係
○津波の恐れがある場合には、屋上に上がれるような設計。
○屋上への避難階段は 3 ルート（①園庭から上がるルート、②中庭から上がるルート、③廊下から上がるルート）。

①②については、園児の上がりやすさを考慮して、けあげ 12cm、踏面 32.5cm としている。
○屋外退避スペースには、２段階の避難高さを想定し、
　①一次避難：GL ＋ 3.6m、②二次避難：GL ＋ 6.3m としている。
○いったん災害が収まった後の屋内退避スペースとして、遊戯室の２階部分を活用。本スペースは、遊戯室でのイ

ベントの際に、保護者の観覧スペースとしても活用可能。
○ 2 階部分に備蓄倉庫を設置。園児及び職員の一定期間の滞在を見越し、水（3 日分）、カセットコンロ、毛布、

可搬式発電機（ガソリン型）等の備蓄を実施。今後、アレルギー対応の食料（粉ミルク含む）、紙おむつの備蓄等
も進める方針。

○海側の教室の間仕切りは、構造壁ではなく、乾式間仕切り壁とすることで、津波を極力受け流す構造としつつ、
将来の保育空間を変更可能にしている。

３．施設以外の防災対策
○月に 1 度、様々な想定の下、避難訓練を実施。開園した平成 25 年 4 月には、引渡し訓練も実施。
○直近の避難訓練では、12 分で屋上に避難している。
○津波警報・注意報の発令中には、引渡しを行わないこととして、保護者にも周知を行っている。

整備時期 平成２5年
標高 約5.8ｍ
階数 2
海岸からの距離 約5ｋｍ
浸水想定 2.0ｍ（設計時の独自想定）
児童数 187名

屋上の緊急避難場所 傾斜の緩い階段

立面図（山武市提供）

遊戯室の上の屋内避難スペース 備蓄倉庫
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●学校概要（平成 25 年 7 月 9 日現地視察）

8　　　南三陸町立伊里前小学校／歌津中学校

伊里前小学校 歌津中学校
整備時期 平成12年 昭和47年
階数 地上3階 地上3階
避難所開設期間 ー 3／11～8／10
最大避難者数 ー 約800人（3／11～3／12）
学級数 通常学級6、特別支援学級2 通常学級6、特別支援学級2 
児童数 152名（当時） 178名（当時）

避難所となった
中学校の屋内運動場

調理スペースとなった
中学校の技術室

避難所運営訓練の様子
（南三陸町教育委員会提供）

被災直後の小学校の校庭
（南三陸町教育委員会提供）

避難所としての利用の実態（南三陸町資料、日本建築学会教育施設小委員会による
学校再開の現状ヒアリング視察報告（平成 23 年 7 月 27 日）を参考に作成）

被災直後の小学校の教室
（南三陸町教育委員会提供）
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■現地視察内容
１．地震発生から避難所開設までの対応

○地震発生後、伊里前小学校の児童は、海抜 15m の小学校校庭に一次避難した。歌津中学校の生徒も、海抜
23.5m の中学校校庭に避難した。その後、大津波警報があり、伊里前小学校の児童は高台にある歌津中学校に
避難した。しかし、中学校長は歌津中校庭でも危険であると判断し、小中学校の児童生徒が一緒に、中学校の裏
にある海抜 40.5m の高台に避難した。

○実際には高さ 17m の津波が来襲し、伊里前小学校の１階は 50cm 程度浸水している。高台で約一時間経過し、
津波が落ち着いた後、歌津中学校の屋内運動場に避難した。

○伊里前小学校は浸水していたため、避難所としては使用しなかった。ただし、町の防災計画における遺体一時保
存所が流出してしまったため、屋内運動場を、泥かきをした上で遺体安置所として使用した。

２．避難所としての運営
○通信網も遮断され、まさに「陸の孤島」であった。
○地域の建設業の方から発電機を、農家の方から多くの米を提供いただいた。
○毛布が歌津中学校に 600 枚、伊里前小学校に 200 枚のあり、計 800 枚の毛布を配布することができた。また、

寒さをしのぐため、毛布だけでなく、新聞紙やカーテン、体操用マット、座布団、断熱シートなどあるもの全て
を活用した。

○発災翌日を卒業式として控えていたところであり、養生シートを敷いていたため、避難した地域住民は土足で
避難所に入った。また、窓が割れ、寒風が入る状況であった。

○中 2 技術の授業で使用する手回し発電機を携帯電話の充電に活用することができた。
○歌津中学校の屋内運動場は１階が柔剣道場とミーティングルームであり、2 階が屋内運動場となっている。
発災当日は地域住民を含めて 800 人を収容し、屋内運動場ステージを避難所本部と救護コーナーとした。
また、1 階柔剣道場は物資置場として使用し、柔道場の畳は避難所となっている 2 階屋内運動場に運搬した。発災

から一月後には、屋内運動場に、間仕切りによる簡易更衣室を設置した。
○ガス設備のある技術室で炊き出しを行った。また、保健室は奈良県医療チームが救護スペースとして使用した。

なお、職員室は地震により書類等が散乱し使用できる状況になかった。
○運動場はヘリポートや自衛隊車の駐車場となっていた。また、発災から一月後には、駐輪場に簡易風呂場が設置

された。
○校舎 1 階理科室は物資置き場とボランティアの部屋として使用した。
○伝染病にかかった子供は保護者とともに、屋内運動場から離れた校舎にある教室（スクールカウンセラー室）で

適切な期間を生活していただいた。
○校舎 2 階図書室は子供の遊び場とした。
○校舎 3 階多目的室は、地域の集まりや説明会等のために町内会の会議室として使用した。
○避難所運営は、自治会長、公民館長、消防支所長がリーダーとなって運営した。教員は、避難者の相談相手にな

るとともに、3 日目で下水管が瓦れきで詰まるなどしたため、トイレ清掃のために、沢からの水のくみ出しを行っ
た。なお、断水は 5 月中旬まで続いた。

○ 3 日目には、行政区長がリーダーとなって、体育マットや断熱材を使用して区画ブロックを作成した。
○避難されている方々のエコノミークラス症候群予防とストレス解消のため、体を動かす場を設けた。
○津波被害のなかった市町村では、学校再開に向けて公民館等へ避難所を集約した傾向があるが、南三陸町は町全体

が壊滅的な被害を受けたため、8 月末まで歌津中学校を避難所として使用した。
○避難所に備えておけば良かった施設設備等・・・乾電池、非常食、携帯ラジオ、仮設トイレ

３．震災後の対策
○津波からの避難訓練、火災時の避難訓練と不審者からの防犯訓練を行っている。また、津波からの避難訓練は、

毎月 1 回、2 ～ 3 時間目の休み時間に行っている。さらに、総合学習の時間を利用して、瓦れき撤去、炊き出し、
救急救命訓練や、避難所運営訓練を行っている。

○平成 25 年 7 月 8 日にも 3 校（伊里前小学校、名足小学校、歌津中学校）の連合で炊き出し訓練や保護者への
引き渡し訓練も行ったところ。

○避難所としての施設利用計画や物資備蓄計画については作成段階である。
○南三陸町では、町内全校において、非常時に通信や事務処理が可能な範囲での電気が使用できるように、自然

エネルギーとしての太陽光発電を平成 26・27 年度に設置する計画を立てている。
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●学校概要（平成 25 年 7 月 10 日現地視察）

9　　　山元町立山下中学校

整備時期 平成16年
階数 地上2階
避難所開設期間 3／11～7／31
最大避難者数 約1,000人（3／11～12）
学級数 通常学級9、特別支援学級1 
児童数 276名（H25.7.10）

支援物資置き場となった技術室

教室前のオープンスペース

エレベーター

保健室
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■現地視察内容
１．地震発生から避難所開設までの対応

○震災が起きた時は、卒業式が終わり、生徒全員が下校して２時間以上経過した時であった。
○余震が続く中、発災 30 分後に停電し、照明、暖房が止まり、電話、FAX など通信機能が失われた。１km 離れた

町役場の職員がエンジン式の可搬式発電機を２台調達した。
○夕方から地域住民が避難しに多数来たが、屋内運動場天井の化粧板が落下したため、避難所として使用できず、

校舎の各教室や多目的ホールを避難所にすることとした。なお、校舎はガラス面が多かったものの、強化ガラス
で割れることがなかった。。

２．避難所としての運営
○学校には 750 名が避難してきた。町職員 3 名が中学校に来て対応した。うち 2 名が野菜、米、味噌など食材を

集め、もう 1 名が名簿作成に当たった。
○毛布が 50 枚しかなく、小学校と合わせても 100 枚で絶対数が不足していたため、暖房機１台と防寒保温シート

50 枚だけでなく、ダンボール、柔道場の畳や教室のカーテンも使用した。
○断水のため、水洗トイレも使用できず、2 階にあるプールからバケツで運んで流した。あらかじめ仮設トイレを

設置するレンタル会社と協定を結んでいたが、発災当日は通信ができなかったため、設置は発災翌日となった。
なお、仮設トイレは、雨を避ける屋根と夜間の照明がないと汚れてしまい大変であった。

○給食調理場は壊れてしまったため、家庭科室を使用し、LP ガスを使用して避難された方々にスープを提供した。
○発災 6 日目に電気が通じ、照明や暖房が使用できるようになった。また、5 台あった洗濯機は時間帯を分けて

使用することとした。
○窃盗団が来るという噂があり、自警団が発足した。また、トイレ掃除や受付、新聞配布もボランティアに対応い

ただいた。
○発災 9 日目にはインフルエンザが発生し、個室（コンピューター室）へ移っていただいた。また、自衛隊による

仮設風呂が隣接する山下小学校に設置された。
○発災 11 日目に学校の電話が通じるようになった。
○ 4 月 19 日には、教室を避難所として使用していた避難者は、武道場、山下小学校屋内運動場、ユニセフから寄

贈されたテントに移動した。また、その際には教室を土足で利用していたため、きれいに掃除していただいた。
7 月 31 日には避難所を解消した。

○生徒会役員が中心となって、食器洗い、食数のカウント、清掃、学習室運営ボランティアを行った。
○廊下が広かったため、教室内の机や椅子を出してもスペースとして余裕があって助かった。また、エレベーター

を使えば車いすのまま 2 階まで移動できるバリアフリーな環境も良かった。
○また、調理員がいたことにより、自衛隊が来るまでの間、補食を提供することができた。
○通信がなく、また車のガソリンは生徒の安否確認のために使用したため、町役場との通信はもっぱら自転車によ

るものであった。
○太陽熱集熱装置を設置しており、発災後は停電により作動しなかったが、発災 6 日目以降室温を一定に保つこと

ができた。

３．震災の教訓
○初期対応こそが人の生命に関わるので、発災 3 日間で対応するための備蓄が肝要である。
○一切の情報通信機能が断たれた時にどのように対応するのかを想定する必要があると考えている。
○津波被災時には備蓄があれば内陸地域から沿岸地域に送るなど、市町村や都道府県を越えた連携システムがある

と良いと感じている。
○適度な広さの教室を避難所としたことがコミュニティの形成につながったのではないかと感じている。
○ガソリンスタンドのガソリンは緊急車両用のみしか給油できないため、生徒の安否確認のために車を使用するこ

とができなかった。
○学校の電話回線が 2 回線あれば良かったと感じている。インターネットなどで学校の電話番号が登録されている

が、避難者の安否確保のために電話がひっきりなしにかかってきて、当該電話からの発信が全くできなかった。
○避難所に備えておけば良かった施設設備等
　インバーター発電機（暖房照明用、緊急情報収発用パソコン）、毛布、シート、水、食材（アルファ化米、乾パン等）、

暖房設備（電気なしで使用できるもの）、簡易トイレ、配食用食器、温水シャワー、照明装置（懐中電灯、ランタン、
ろうそく、投光機等）、パーティション、ラジオ、衛星電話、自転車、バイク（安否確認や他施設との連絡）、燃料、
乾電池
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●学校概要（平成 25 年 7 月 10 日現地視察）

�　　　仙台市立六郷中学校

整備時期 昭和57年
階数 地上4階
避難所開設期間 3／11～7／9
最大避難者数 約1,150人（3／18～19）
学級数 通常学級12、特別支援学級3
児童数 386名（H25.5.1）

校舎外観 屋内運動場（仙台市提供）

■現地視察内容
１．地震発生から避難所開設までの対応（仙台市若林区）

○区災害対策本部からの指定避難所開設指示を受け、全指定避難所に各３名の区職員を派遣した。
○避難所となった施設にも地震による被害が多く見られたため、避難所の応急危険度判定を急きょ実施した。

２．避難所としての運営
○集落ごとに居住スペースを決めた。
○災害用簡易組立トイレは５台のうち、和式が 3 台であった。高齢者も多いので災害用簡易組立トイレは洋式が

良いと感じる。
○ガスが使えなかったため、水や薪で沸かしたお湯をアルファ米に直接かけて食べた。

　（若林区全般の避難所の生活環境改善）
○生活環境改善のハード面での対応としては、温水シャワー・冷凍冷蔵庫・洗濯機・扇風機、網戸等の設置、ソフト

面での対応としては、寝具類の交換や施設の清掃消毒の定期的な実施に取りかかった。
○ハード面の対策は、単に機器の設置だけでなく、施設設置者の了解を得て、給排水設備工事や施設ごとの電気容量

の拡張工事も同時進行となり、避難者への周知や工事業者との日程調整等の業務が大変であった。

３．震災の教訓
○避難所に備えてあって役だったもの・・・仙台市防災無線、懐中電灯、ラジオ、ろうそく、電池
○学校備品であると良かったもの・・・毛布、発電機（照明が欲しかった）、ストーブ
○避難所に備えておけば良かった施設設備等

・寒い中、泥だらけで避難してくる人のために温水シャワーがあると良かった。
・玄関やトイレと屋内運動場アリーナの間に風除室を設置すると良い。被災した時期が寒かったこともあり、

冷気や砂、さらには汚臭が避難所となっている屋内運動場アリーナに入ってきて大変であった。
そのために、緩衝地帯としての風除室が必要であると良い。

・網戸があると良い。屋内運動場は暑くなる夏場には窓を開けるが、蚊などの害虫も入ってくるため、公衆衛生
上も良くない状況であった。

・救援物資については、特定の避難者に渡ることがないように、屋内運動場アリーナの真ん中に置いていたが、
できれば鍵のかかる保管スペースにおければ良かった。

・屋内運動場に常夜灯を設置しておくと良い。夜間睡眠時に水銀灯では明るくなりすぎて眠りにくい。
しかし、点灯しないと真っ暗になってしまった。。

○災害用簡易組立トイレは、高齢者に配慮して洋式樹脂製で、マンホールに直結できる構造のものに見直し、更に
防犯上の観点からも照明の設置 ( ランタンなど ) が必要である。

○津波被災者が避難してくると想定される避難所には、あらかじめ、給油設備・タオル・毛布を準備しておく必要
がある。

○備蓄は難しいが避難所運営に欠かせない機材や物資は、速やかに調達できるよう企業との協定を締結しておく
必要がある。

若林区内の避難所に設置した
洗濯機・乾燥機（仙台市提供）
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●学校概要（平成 25 年 7 月 11 日現地視察）

�　　　宮城県立石巻支援学校

■現地視察内容
１．地震発生から避難所開設までの対応
　○震災発生日は、小・中学部は卒業式、高等部は休校であり、震災時には児童生徒は校内にいなかった。
　○震災後、次第に周辺の地域住民が集まってきた。中には浸水地域からずぶ濡れでやってきた人もいた。

２．避難所としての運営
○屋内運動場を開放し、避難者を受け入れた。近隣に住んでいる児童生徒及びその家族、日本赤十字病院で手当を

受け、その後搬送されてきた高齢者も受け入れた。
○避難所となった屋内運動場には、マットや宿泊体験用布団、石油ストーブ（4 台）を使用し、夜を過ごした。

3 月 14 日からは、屋内運動場は冷えるため中学部棟へ移動し、支援の必要度に応じた部屋割とすることとした。
○石巻市は当学校を指定避難所としていた。救援物資の配給が始まるまでは、近隣の農家や教員から提供を受けた

米や飲み物等で食事をまかなった。
○ LP ガスは使用できたので、給食用の残った米と、震災直後にバケツ等に貯めた水を利用し、温かい料理の炊き

出しを行うことができた。上水は、震災からしばらくして断水してしまった。
○下水については、合併浄化槽であり、管路に特段の被害は出なかったため、流すことはできた。トイレの水につ

いては、プールから水をバケツで運んできて流したが大変だった。
○明かりの確保に苦労した。懐中電灯の数が限られていたので、トイレなど主要な場所にいる職員が懐中電灯を使

用した。避難所となった屋内運動場では、ロウソクを使用したが、細いロウソクは余震があって倒れると非常に
危険であったため、授業で作った底の広いロウソクを多数配置した。（電気は 7 日後に復旧）

○発電機は低出力のガソリン式のもの 1 台のみであった。まずは生徒の安否確認を優先するために、自動車にガソ
リンを充て、発電機は利用しなかった。ガソリン入手後は、発電機は、携帯電話の充電等に使用した。

（小型のものだったので、照明等には使えなかった）
○ケアを常時実践している教職員と、県が派遣した他の支援学校の教職員が協力して避難所運営に当たった。
○避難していた児童生徒のうち、特に自閉症の児童生徒については、集団生活によりストレスが溜まってしまい、

一時的にそのストレスによる問題も生じた。子供たちにとっては、普段の生活を取り戻すことが非常に重要であり、
そのためにも、一日でも早く学校が再開できると良い。

○役立った施設設備等・・・バリアフリーな環境、発電機、衣類（児童生徒の体操着）、多数の小部屋、　　　　
　　　　　　　　　　　　　風呂・シャワー、痰の吸引器（足踏み式）
○ 4 月 5 日までに介助の必要な高齢者は全員福祉施設に移動。また、4 月 25 日頃に避難所運営を自治化。
○避難者数が減少したため、避難者の利便向上や学校再開のために、避難所として使用する部屋を縮小した。

３．震災後の対策
○常備薬などの入った非常持出袋を家庭から預かり、看護師のいる部屋に置き、災害時にはその袋を看護師が持ち

出すようにしている。
○スクールバスの移動中に地震が起きた際の緊急避難場所を、その時々のバスの現在地ごとに指定している。
○災害に対して反射的に児童生徒が対応できるように日頃から防災訓練を徹底している。

整備時期 平成10年
階数 地上2階
避難所開設期間 3／11～5／8
最大避難者数 81人（3／16～19）
学級数 36（当時）
児童生徒数 155名（H22.5.1）

屋内運動場 小規模な教室 LP ガスのタンク
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●学校概要（平成 25 年 8 月 7 日現地視察）

�　　　足立区立　西新井小学校（改築時に備蓄倉庫を校舎内に整備）

整備時期 平成24年（改築）
階数 地上5階（建築高さ：19．90ｍ）
想定避難者数 1,600人
学級数 通常学級18
児童数 479名

非常用電源プラグ校舎全景（東面）

【配置図】

太陽光パネル

■施設整備の概要と背景
　足立区では、東京都から 22,000 人の被害想定が示されており、避難所の立ち上げ訓練を継続的に実施している。
また、足立区は避難所施設を地域住民が管理するなど、地域住民の防災意識が高い地域である。しかし、荒川が決壊
した場合、避難所が水没する可能性があるため、足立区では、一時避難として高台か高い建物への垂直避難を促して
おり、UR や都営住宅、民間マンションとの協定締結を連携が模索している。
　西新井小学校は、荒川の氾濫等による水害のおそれのある地域に立地しており、災害時の地域の避難所機能を高め
る避難・復旧の拠点施設として整備されている。また、水害対策として防災備蓄倉庫を配置することとしているが、
避難所として対応できるよう、太陽光パネルの設置など、様々な防災機能の整備を行っている。

配置図（足立区教育委員会提供）
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■現地視察内容
１．避難所としての施設整備

○西新井小学校の避難者収容可能人数は、1,279 人を想定。区民には、在宅避難及び家庭内での備蓄を呼びかけて
いる。

○避難所開放の優先順位は、①屋内運動場　②校舎 2 階　③校舎 3 階　④校舎 4 階。校舎 1 階は、原則として
避難所運営役員用の活動スペースとしている。また、職員室等、個人情報が保管されている部屋の立ち入りは
禁止している。要援護者は、必要に応じて第二次避難所（福祉避難所）の特別養護老人ホーム等に移っていただ
くこととしている。

○屋内運動場は、設計におけるスペースの優先上の問題で 2 階に設置している。屋内運動場には暖房設備が設置し
ており、冬期の防寒対策として利用している。

○防災備蓄倉庫は、道路からのアクセスと搬入の容易さを考慮し、1 階道路脇に設置している。
○防災備蓄倉庫の備蓄容量は、1 日分（地域住民を含む 1,600 人分）。50㎡以上の面積を確保。東京都が示して

いる避難者想定を踏まえ、今後備蓄量を増やす方針。物資が足りなければ、区の拠点倉庫（全 6 カ所）から運ん
でくる。

○災害時の非常電源としても使える太陽光パネルを、屋上に 2 機設置（2 機で最大 20kw= 通常利用時の照明分を
発電）。不足電力分は、電力会社から購入している。停電時も自立運転が可能となっている。

○屋上プールの水は、排水口から 1 階道路脇のホース接続口に繋がっており、防火用水として利用可能。災害時には、
洗濯などの生活用水としても利用することを想定。

○ガソリン、LP ガス及びカセットボンベによる発電機を設置。避難所の照明やテレビ、携帯・無線機等充電に
優先的に利用する。東日本大震災の教訓から、エネルギー効率の良いガソリン系を燃料とする発電機だけでなく、
複数の手段を確保している。

○調理は、都市ガスが利用可能な場合は家庭科室などを利用。利用不能な場合は、灯油を燃料とした災害用調理レ
ンジを利用し（場所は屋根付きの外部空間を想定）、それ以外の手段が使用できなくなった場合はかまどベンチを
利用。

○情報通信機能として、屋外スピーカー、防災無線、校内の Wi-Fi、足立区のケーブルテレビ施設を活用。
○マンホールトイレを設置（7 基）。

２．施設以外の防災対策
○鍵は学校で管理しており、地域住民には渡していない。夜間・休日等の災害時に地域住民が校舎内に入る必要が

ある場合は、指定された場所からガラスを割り、窓を開けて進入することとしており、一部住民に周知している。
○足立区が作成した避難所マニュアルのテンプレートを基に、避難所ごとのマニュアルを作成。
○学校施設災害備蓄品一覧を作成している。
○避難所施設としての学校安全のチェック（チェックリストを使用）は、避難所運営役員が行い、応急危険度判定員が、

再度点検を行う仕組みとしている。

屋上プール

かまどベンチ

屋内運動場（2 階）

マンホールトイレ

屋内避難階段 ヘリサイン

防災備蓄倉庫 防火用水



115

参
考
資
料

●学校概要（平成 25 年 8 月 9 日現地視察）

●学校概要（平成 25 年 8 月 9 日現地視察）

�　　　北区立　十条富士見中学校（地域開放にも考慮した計画により、長期避難にも対応）

�　　　北区立　王子小学校・王子桜中学校　（災害時の対応や備蓄倉庫の管理を外部業者に委託）

整備時期 平成24年（新設）
階数 地上4階
想定避難者数 4,387人（収容可能人数）
学級数 通常学級12、特別支援学級0
生徒数 440名

整備時期 平成21年（新設）
階数 地上4階
想定避難者数 9,765人（収容可能人数）
学級数 小学校18、中学校14
児童生徒数 計585名

太陽光パネル

非常用電源プラグ

太陽光パネル 王子ホール

ヘリサイン

マンホールトイレ

屋上プール

かまどベンチ

マンホールトイレ 防災備蓄倉庫

校舎全景（北面）

防災備蓄倉庫

校舎全景（北面）
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■施設整備の概要と背景
【十条富士見中学校】
　十条地区は、木造密集市街地のため、地域住民の防災意識が高い。そのため、他の地区よりも地域と学校との連携
がとれている。
　十条富士見中学校は、木造密集市街地のため総合危険度が高い十条地区内の「十条台・北中央公園一帯」という
避難場所の一部を構成している。

【王子小学校・王子桜中学校】
　王子小学校・王子桜中学校は、平成 14,15 年度に文部科学省指定を受けて、施設一体型小中連携校（校庭、プール
を共有）として新設。施設管理は民間の施設管理会社が担っている。そのため、避難所運営は、地域住民及び施設管
理会社と連携して行っており、施設管理会社とは通常業務の範囲で災害時も協力してもらえるよう協議中である。また、
災害時に地域住民に協力してもらえるよう、平常時から、屋内運動場を地域開放したり、王子ホールで市民活動やサー
クル活動を行い、日常的に地域住民が利用できる仕組みにしている。

１．避難所としての施設整備
【北区共通】

○北区では、東京都の予想を基に、73,000 人の避難者を想定した上で自前で 3 日間分の備蓄を行っている。
○北区では、改築が必要な校舎は、老朽化対策と総合学習環境整備を行い、改築が遅れる見込みの校舎は、大規模

改修で対応。校舎を更新する際には、災害に強い学校施設となるようにしている。
○児童数の増加が見込まれる既存校舎については、備蓄物資の保管スペース（２教室分の確保を想定）を確保する

必要がある場合、屋外に倉庫を作る等で対応。
○児童が食べ慣れないおかゆやカンパンに代え、長期保存可能な味付きのパンを新たに備蓄食料として用意。
○学校施設にはプライバシーがない等、良い生活環境とはならないため、避難所は住居を失った住民の仮住まいと

位置づけ、北区住民は基本的に在宅避難を勧めている。

十条富士見中学校　配置図（北区教育委員会提供） 王子小学校・王子桜中学校　配置図（北区教育委員会提供）
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【２校共通】
○屋内運動場の情報通信基盤の整備として、ケーブルテレビアンテナの敷設を行っており、災害時でもテレビが

視聴可能。Wi-Fi スポットの校内設置、災害時特設電話取付端子の設置を行っている。
○災害時の飲料水確保のため、可搬式浄水器（1t 浄化 /h、手動でも浄化可能）を平成 25 年度中に設置し、プール

の水も飲めるようにした。
○非常電源の確保のため、太陽光パネルを屋上に設置。災害時には自立運転が可能。また、屋内運動場の照明電源

の確保のため、可搬式発電機の取付け口を屋内運動場外部に整備。
○地域住民の意見等を収集し、設計に反映。また、住民への設計の説明会等を実施。これらにより、地域住民の

理解を得ながら施設整備を進めている。

【十条富士見中学校】
○要援護者の避難については、福祉避難室（ランチルーム、武道館など）を設けて対応。
○冬期の災害時初期対応では、寒さ対策はストーブなどで対応。
○備蓄倉庫は、屋内運動場横と校庭脇の 2 カ所に設置。屋内運動場横には、食料、毛布などの災害時すぐ必要に

なるものを備蓄し、道具類の一部を校庭脇に備蓄している。

【王子小学校・王子桜中学校】
○災害時は、屋内運動場に一般避難者、隣接する王子ホールに帰宅できない児童を分けて収容。
○消防団と設計者の意見を基に、防災備蓄倉庫を屋内運動場に隣接させて設置。学校の避難所開放は、はじめに

屋内運動場を開放し、ランチルームや王子ホールの開放などの開放について、順次、学校と自主防災組織が決定する。
○大型排気口と屋上へのプールの設置により、小学校屋内運動場の断熱効果は高い。

２．施設以外の防災対策
【北区共通】

○用務主事・北区職員（徒歩 1 時間以内在住）・地域住民（北区が指定）に、校地・屋内運動場・校舎の鍵をセット
　で渡している。
○北区の建築士会等と協定を結び、災害直後の避難所の安全性の確認をできるように体制を確保。

避難所の安全確認のため、建物被害状況簡易チェックシートを作成しており、災害時には、学校職員が避難所の
安全確認をいったん行った上で、避難者を受け入れることとしている。また、チェックシートの最終チェックを
建築士会が責任を持って行うこととしている。

○北区では、学校防災マニュアル、避難所運営マニュアルを策定中であり、これを基に、各避難所のマニュアルを
　作成。学校防災マニュアルでは、緊急地震速報システムの全校導入（自動放送）や衛星携帯電話など、新たな

情報通信手段の活用を示している。避難所運営マニュアルでは、避難所となる学校施設の収容可能人数を割り出す
ため、北区独自の計算方式を用いている。

○北区では区内を 19 エリアに分割し、地域振興室単位で自主防災組織（179 組織）を形成。さらに、学校関係者・
　PTA・消防署・町会による地区防災運営協議会を設置。災害時における避難所管理運営委員会の設置の際は、

校長などの学校関係者と協議を行う。授業の再開については状況に応じて対応。
○避難所運営を担う自主防災組織向けに、避難所開設の訓練を含む地域防災力パワーアップ講座（3 日間）を平成

17 年から継続実施中。避難スペースの事前指定を、座学でのワークショップ形式で行ってもらっている。
○北区では、避難活動は自助・共助を推進。地区防災会議を月１回ペースで行う等、住民の意識啓発を行っている。

北区は、住民の自主的な活動をバックアップする立場。
○避難所を閉鎖する手順については検討中。施設管理会社に、災害時における通常管理が可能か相談中であり、

可能であれば避難所運営に参加してもらうことを想定。
○帰宅困難者は、原則として区立学校ではなく別の施設（都立施設等）へ誘導する。

【十条富士見中学校】
○十条地区では、近隣の帝京大学と協定を結び、災害時の救護施設や避難所として大学の一部を開放してもらえる

体制をとっている。


